
雇
用
促
進
税
制
の
創
設 

 
こ
の
雇
用
促
進
税
制
は
、
４
月
か
ら
実
施
の
予
定
で
し
た
が
、
震

災
の
影
響
で
６
月
下
旬
に
成
立
し
ま
し
た
。
企
業
が
事
業
年
度
内
に

５
人
以
上(

中
小
企
業
は
２
人
以
上)

か
つ 

従
業
員
の
１
０
％
以
上

採
用
人
数
を
増
や
し
た
場
合
、
１
人
当
た
り
２
０
万
円
の
税
額
控
除

が
受
け
ら
れ
ま
す
。
平
成
２
３
年
度
は
１
０
月
末
ま
で
に
公
共
職
業

安
定
所
へ雇
用
促
進
計
画
を
提
出
す
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。
税
制

上
の
優
遇
措
置
で
す
が
、
事
業
主
都
合
に
よ
る
離
職
が
あ
っ
た
場
合

に
は
適
用
が
受
け
ら
れ
ま
せ
ん
の
で
留
意
す
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。

な
お
、
適
用
期
間
は
平
成
２
５
年
度
末
（平
成
２
６
年
３
月
３
１
日
）

ま
で
の
時
限
立
法
に
な
っ
て
い
ま
す
。
雇
用
関
連
の
助
成
金
で
は
な

い
の
で
す
が
、
間
接
的
に
は
企
業
の
キ
ャ
ッ
シ
ュ
が
増
え
る
と
い
う
こ

と
で
ご
紹
介
し
ま
す
。 

 

●
雇
用
促
進
税 

①
雇
用
増
加
要
件 

 

・雇
用
保
険
一
般
被
保
険
者
数
が
、
１
０
％
以
上
、
か
つ
、
そ
の
増

加
人
数
が
５
人
以
上
（中
小
企
業
者
等
は
２
人
以
上
）で
あ
る
こ
と
。 

被
保
険
者
数
２
０
人
以
下
の
中
小
企
業
な
ら
被
保
険
者
２
人
の
増

加
で
ク
リ
ア
で
す
。 

 

※
雇
用
保
険
の
一
般
被
保
険
者
と
は
・・・ 

 

１
週
間
の
所
定
労
働
時
間
が
２
０
時
間
以
上
で
、
か
つ
、
引
き
続
き

３
１
日
以
上
雇
用
見
込
み
が
あ
る
者
を
言
い
ま
す 

 

②
離
職
事
由
に
よ
る
要
件 

 

・事
業
主
都
合
に
よ
る
離
職
者
が
い
な
い
こ
と 

 

③
給
与
額
増
加
に
関
す
る
要
件 

 

給
与
増
加
額
が
左
記
計
算
式
で
求
め
て
得
た
額
以
上
で
あ
る
こ
と 

 

＊
前
事
業
年
度
の
給
与
額×

雇
用
者
増
加
率×

３
０
％ 

 
  

例
え
ば
、
左
記
の
よ
う
な
ケ
ー
ス
が
あ
っ
た
と
し
ま
し
ょ
う
。 

  
 

・前
期
の
給
与
総
額
が
４
０
０
０
万
円
（従
業
員
１
０
人
） 

 
 

・当
期
の
給
与
総
額
が
４
５
０
０
万
円
（従
業
員
１
２
人
） 

 

こ
の
場
合
・・・ 

 

＊
給
与
増
加
額 

＝ 

４
５
０
０
万
円 

― 

４
０
０
０
万
円 

＝ 

５
０
０
万
円 

  

＊
前
事
業
年
度
の
給
与
額 ×

 

雇
用
者
増
加
率 ×

 

３
０
％ 

＝
４
０
０
０
万
円 ×

 

２
人 ÷

 

１
０
人 

×
 

３
０
％  

＝
２
４
０
万
円 

   

給
与
増
加
額
５
０
０
万
円
に
対
し
、
計
算
式
で
得
た
額
は
２
４
０

万
円
な
の
で
要
件
を
満
た
す
こ
と
に
な
り
ま
す
。 

 

●
手
続 

そ
の
① 

・企
業
は
、
事
業
年
度
開
始
後
２
ヶ
月
以
内
に
、
目
標
の
雇
用
増
加

数
等
を
記
載
し
た
【雇
用
促
進
計
画
】を
作
成
し
、
公
共
職
業
安
定

所
に
届
出
る
。 

 

そ
の
② 

・企
業
は
、
当
該
事
業
年
度
終
了
後
２
ヶ
月
以
内
に
、
公
共
職
業
安

定
所
に
よ
り
、
雇
用
促
進
計
画
の
確
認
を
受
け
る
。 

 

事
前
の
計
画
と
、
事
後
の
確
認
の
作
業
が
必
要
と
な
り
ま
す
。 

 

●
税
額
控
除
額 

右
記
の
「一
定
の
要
件
」を
満
た
し
て
い
る
法
人
は
、 

 

＊
税
額
控
除
額  

＝ 

雇
用
保
険
一
般
被
保
険
者
の
純
増
人
数×

２
０
万
円 

 

＊
税
額
控
除
限
度
額  

＝ 

法
人
税
額
の
１
０
％
（中
小
企
業
者
等
は
２
０
％
） 

 

と
さ
れ
て
い
ま
す
。 

 

な
お
、
法
人
税
で
の
税
額
控
除
後
の
税
額
に
法
人
税
割
の
税
率
が

適
用
さ
れ
間
接
的
に
法
人
住
民
税
も
減
税
す
る
こ
と
が
予
定
さ
れ

て
い
ま
す
。
こ
の
制
度
自
体
、
た
い
し
て
イ
ン
パ
ク
ト
の
あ
る
も
の
で

は
な
い
で
す
が
、
雇
用
増
の
同
一
人
物
に
つ
い
て
雇
用
関
連
助
成
金

の
受
給
要
件
を
満
た
し
た
場
合
は
、
併
給
が
可
能
と
思
わ
れ
ま
す
。

特
定
求
職
者
雇
用
開
発
助
成
金
で
あ
れ
ば
、
１
人
に
つ
き
９
０
万
円

（短
時
間
労
働
者
は
６
０
万
円
）で
す
か
ら
、
対
費
用
効
果
を
考
え

た
場
合
、
ど
れ
だ
け
の
企
業
が
魅
力
的
に
映
る
で
し
ょ
う
か
・・・。 
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